
24

○

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) -115,384

主な
理由

用地費、物件移転補償費の減によるもの。

合計（Ａ） 466,729 合計（Ｂ） 351,345

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

用地交渉旅費等

物件移転補償費
189,200

その他
その他

519 その他
その他

260

負担金補助及
び交付金

物件移転補償費
256,200

補償補填及び
賠償金

不動産鑑定手数料
400

公有財産購入
費

用地費
209,030

公有財産購入
費

用地費
160,770

役務費
不動産鑑定手数料

400 役務費

2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

旅費

内容 金額

旅費
用地交渉旅費等

400

需用費
消耗品費、印刷製本費

315

400

需用費
消耗品費、印刷製本費

180

任期付 0.0026当初予算 351,345 10,040 361,385 合計 1.800 349,900 0 11,485

その他 0.000 465,200 0 11,56925当初予算 466,729 10,040 476,769

正規 0.8021,359

再任用 1.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 181,759 20,200 201,959 0 180,600 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

○事業用地の先行取得及び物件移転補償を行う。

　　　　平成２６年度（見込み）　　351,345千円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
一般国道２号明石駅前交差点

意図（どういう状態にしたいのか）
当該交差点は西側４車線、東側２車線の変則的な交差点となっており、慢性的な交通渋滞が発生するとともに、交通事故が
多数発生している。変形交差点を解消するために、東側車線を４車線に拡幅するための事業用地を取得する。
なお、本事業は、国の直轄事業であり、国との契約に基づき、市が事業用地の先行取得及び物件移転補償を行い、後年度、
国が取得費用に利息・事務費等を付して買戻しを行うものである。

個別計画 委託 指定管理

款 公共用地取得費 連絡先

地方財政法事業 国道２号改良事業用地先行取得事業

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-2 交通体系の構築

根拠法令
・要綱等

法定受託事務 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 公共用地取得事業 事業所管課

項 行政財産取得費 自治/法定

目 公共用地先行取得費

国道２号改良事業用地先行取得事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0155003000-005

予算所管課 土木交通部用地課
連絡先 (078)918-5032

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



25

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 132,000

主な
理由 償還金の増によるもの。

合計（Ａ） 120,000 合計（Ｂ） 252,000

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

償還金
2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

償還金利子及
び割引料

内容 金額

償還金利子及
び割引料

償還金
252,000120,000

任期付 0.0026当初予算 252,000 6,640 258,640 合計 0.80252,000 0 0 6,640

その他 0.00120,000 0 0 6,64025当初予算 120,000 6,640 126,640

正規 0.800

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 0 0 0 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

○償還金　元金（見込み）　　　　252,000千円

○償還金　利子（見込み）　　　 　13,600千円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
一般国道２号明石駅前交差点改良事業にかかる公共用地先行取得債

意図（どういう状態にしたいのか）
先行取得債（元金）を償還すること。

個別計画 委託 指定管理

款 公債費 連絡先

地方自治法・地方財政法事業 長期債元金償還金

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-2 交通体系の構築

根拠法令
・要綱等

法定受託事務 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 公共用地取得事業 事業所管課

項 公債費 自治/法定

目 元金

国道２号線改良事業用地先行取得事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0155003000-006

予算所管課 土木交通部用地課
連絡先 (078)918-5032

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名



25

○

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 8,492

主な
理由 償還金増による償還金利子の増によるもの。

合計（Ａ） 5,108 合計（Ｂ） 13,600

2
5
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

償還金利子
2
6
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）区分（節） 内容 金額

償還金利子及
び割引料

内容 金額

償還金利子及
び割引料

償還金利子
13,6005,108

任期付 0.0026当初予算 13,600 6,640 20,240 合計 0.8013,600 0 0 6,640

その他 0.005,000 0 0 6,74825当初予算 5,108 6,640 11,748

正規 0.800

再任用 0.00

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

一般財源

24決算 0 0 0 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳
25年度人員配置（人）

国・県支出金 地方債 その他特定財源

事
業
内
容

○償還金　元金（見込み）　　　252,000千円

○償還金　利子（見込み）　　    13,600千円

実施方法
直営 補助・助成 その他

事
業
の
目
的

対象（誰を・何を）
一般国道２号明石駅前交差点改良事業にかかる公共用地先行取得債

意図（どういう状態にしたいのか）
先行取得債（利息）を償還すること。

個別計画 委託 指定管理

款 公債費 連絡先

地方自治法・地方財政法事業 長期債利子

施策分野
5 都市基盤整備分野

5-2 交通体系の構築

根拠法令
・要綱等

法定受託事務 開始年度 平成 年度

関
連
予
算
科
目

会計 公共用地取得事業 事業所管課

項 公債費 自治/法定

目 利子

国道２号改良事業用地先行取得事業
新規/継続 継続事業

事務事業の総点
検の整理番号 0155003000-007

予算所管課 土木交通部用地課
連絡先 (078)918-5032

平成26年度 予算事業説明シート

事務事業名
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